
提出書類審査基準:新サービス事業者枠
Ａ.　参加資格審査申請書類　審査基準（必須項目のみ）

必須項目 加点項目

１.　参加資格審査申請書類

参加資格審査申請書類

① ○／✕

② ○／✕

③ ○／✕

④ ○／✕

⑤ ○／✕

○／✕

⑦ ○／✕

⑧ ○／✕

⑨ ○／✕

⑩ ○／✕

⑪ ○／✕

・禁錮以上の刑（これに相当する日本国外の法令による刑を含む。）に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなく
なった日から起算して五年を経過しない者

・暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成三年法律第七十七号）第二条第六号に規定する暴力団員（以
下「暴力団員」という。）又は暴力団員でなくなった日から五年を経過しない者

（h）親会社が存在する場合、親会社が上記(e)～(g)に該当しないこと。

（i）ISO/IEC27701又はJIS Q 15001に準拠していること。
もしくはプライバシーマーク（Pマーク）の認証の取得、又は同等の個人情報保護管理を実施していること。同等の個人情報保護管理とは、プ
ライバシーポリシーが制定され、個人情報保護に関する実施管理、教育、内部監査を文書化された手順により実施していることをいう。

（j) ISO/IEC27001 又はJIS Q 27001 に準拠した管理、又は同等の情報セキュリティ管理を実施していること。
同等の情報セキュリティ管理とは、情報セキュリティ方針が制定され、情報セキュリティ管理体制が構築され、リスクアセスメント、リスクアセスメント
に基づく管理策、内部監査、教育を文書化された手順により実施していることをいう。

（k）安定性のある財務的基盤を有する者、または経営状態が著しく不健全でないと認められる者として、少なくとも早期に倒産等の可能性が
少ない者であること。

審査基準

（a）日本国内に拠点を有する法人であること。

ー

（b）民間の事業者であり、法律で定められた法人税、消費税を完納していること（特例猶予の場合は証明書類提出が可能なこと）。

（c）予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165号）第70条の規定に該当しない者及び第71条第１項各号のいずれかに該当し、期
間を定めて一般競争に参加させないこととされた者のうち、当該期間を経過しない者。

（d）本公募における「採択事業者」決定の日までの期間、機構から指名停止、取引停止、一般競争参加資格停止又は営業停止を受け
ている期間中に該当しない者であること。

（e） 破産法、会社更生法、民事再生法又はこれらに類似する日本法又は日本国外法上の倒産法制に基づく、手続の開始の申立がなさ
れていないこと。但し、会社更生法に基づく更生手続開始の決定を受けた者及び民事再生法に基づく再生計画認可決定（確定した者に限
る。）を受けた者を除く。

⑥

（f）役員のうち、次に該当するものが所属していないこと。

（g）暴力団、暴力団員、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋、社会運動等標ぼうゴロ、特殊知能暴力集団その他これらに準ず
る者（以下「反社会的勢力」という。）と現在も将来も一切の関係を有しないこと。また、反社会的勢力による不当要求等に対しては、毅然と
した態度で臨み、これを拒絶することを約定できること。

・成年被後見人若しくは被保佐人又は日本国外の法令上これらと同様に取り扱われている者

・破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者又は日本国外の法令上これと同様に取り扱われている者
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Ｂ.　提案書　審査基準（必須項目＋加点）
必須項目 加点項目

# ■技術点（満点:800点） 800

4

2 ＜事業実施内容＞（満点:700点） 700

# １.　事業実施方針 1項目 50

# ① ー 50

# 必須項目 加点項目

# 2.　サービスの内容 3項目 300

#
① ○／✕ ー

#

② ー 90

# ③ ー 70

#

④ ー 70

# ⑤ ー 70

提案されたサービスは、JST提供データの価値向上への貢献が期待されるか。

提案されたサービスは、技術面の実現性が高いもの（既存・類似技術と比較した先進性（新規性・進歩性）の観点も含む）となっているか。

提案されたサービスは、適切な市場性（ニーズやユーザメリット、想定利用者及び規模、今後の市場成⾧性等の観点を含む）が見込まれる
か。

提案されたサービスは、競争優位性（将来にわたる優位性を維持・発展させるためのアプローチを含む）が高いものとなっているか。

事業実施方針は、本事業が公共性を有することの十分な認識、JSTが保有するデータを広く社会へ流通・利活用させていく方針に対する姿勢
（スタンス）や貢献等、優れたものであるか。

審査基準

提案するサービスは、JSTが提示する「既採択サービスにおける提供価値」に基づき、既採択サービスでは実現・感得できない、新たな価値や利
用体験を提供しているか。

審査基準

下記、審査基準の各項目において、仕様書および提案書作成要領で求める内容が具体的にわかりやすく記載されているか。
　１．事業実施方針
　　　　・JSTが示す事業内容（仕様書３．～９．の記載）に沿った事業実施方針が記載されているか。
　２．サービスの内容:
　　　　・提案するサービスは仕様をふまえたものであり、概要、提供価値の異なり、JST提供データの価値向上、技術面における
　　　　　実現性、市場性、競争優位性などについて、具体的にわかりやすく記載されているか。
　　　　・FSを選択した場合、その実施内容が具体的にわかりやすく記載されているか（FS未選択の場合、記載不要）。
　３．事業実施に関する内容
　　　　・事業実施体制（組織体制、人員配置計画）は適切であり、総括責任者、事業責任者および各人の国籍が記載されて
        いるか。
　４．システムに関する内容
　　　 ・提案のサービスの実現にあたり、システムの構築・運用計画が記載されており、計画は契約開始から終了までの期間にわたって
　　　　具体的に記載されているか。
　　　 ・システムの構成、データセンターが国内設置であること等の注意事項について、明確に記載されているか。
  ５．サービス営業に関する内容
　　　 ・営業全体の方針、営業戦略、具体的な営業活動の手法やプロセスが記載されているか。
　７．コンプライアンス、リスク管理等
　　　 ・「関係法規等の遵守」「情報の管理」「守秘義務」「個人情報の取扱い」に関する方針やルール、取り組みが記載されているか。
　　　 ・事業者における事業規範や経営効率やガバナンスに関する取り組みなどの策定について、それぞれが記載されているか。
　　　 ・本事業の遂行に必要なハードウェア、ソフトウェア、その他サービス等の実施において、特定の供給元への過度な依存を避け、
　　　　供給遅延等に対するリスク低減策について、具体的な取り組み、あるいは対応への考えが記載されているか。
　　　 ・政府機関等のセキュリティ対策基準等に基づき、不当な情報の窃取や改竄、システムの意図しない停止等のリスクを排除する
　　　　具体的取り組み、あるいは対応への考えが記載されているか。
　9.　データ利用許諾に対する対価
　　　・固定ロイヤリティ、変動ロイヤリティ計算式が記載されているか。また固定ロイヤリティは機構が提示する算定料率の最低値
　　　（税抜売上高の9%）以上になっているか。
　　　・JSTが提示する固定ロイヤリティの算定料率の最低値（税抜売上高の9%）を超える場合、その根拠が記載されているか。
　　　・サービスの売上高、費用、営業利益（見込み）は、事業開始から終了までの期間にわたって記載されており、その根拠が記載
　　　 されているか。

① ○／✕ ー
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# 必須項目 加点項目

# 3.　事業実施に関する内容 1項目 100

# ① ー 100

# 必須項目 加点項目

# 4.　システムに関する内容 1項目 100

# ① ー 100

# 必須項目 加点項目

# 5.　サービス営業に関する内容 1項目 100

#

① ー 100

# 6.　特筆すべき事項 1項目 50

# ① 50

# 100

# 必須項目 加点項目

# 7.　コンプライアンス、リスク管理等 1項目 50

# ① ー 30

#

② ー 20

# 8.　ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する指標 － 50

# ①

ー 50

#

#

営業全体の方針、営業戦略、具体的な営業活動の手法やプロセスは、顧客の開拓方法やアプローチ等を含め、継続的な顧客獲得を期待で
きるものであるか。

特筆すべき事項に記載の内容は、本事業の実施において優れた内容であるか。

＜コンプライアンス等に関する内容＞（満点:100点）

審査基準

AIの利活用における自主的な指針やガイドラインや具体的方策などが策定されているか。それは本事業実施にあたり効果的であるか。

事業継続計画（BCP）対応等の観点から、地震、火災、水害、停電、感染症蔓延、サイバー攻撃などのリスクへの対策が用意されているか。

以下のいずれかの認定を受けていること（ワークライフバランス等の取組に関する認定内容等により加算点を付与する。複数の認定等に該当す
る場合は、最も配点が高い区分により加算点を付与する）

1.女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）に基づく認定を受けている。（但し、労働時間等の働き方に係る
基準は必ず満たしている。）
（1）行動計画 ※1　　　　　□（10点）
（2）えるぼし認定段階 １　□（20点）
（3）えるぼし認定段階 ２　□（35点）
（4）えるぼし認定段階 ３　□（40点）
（5）プラチナえるぼし認定　 □（50点）
　※1 常時雇用する労働者の数が100人以下の事業主に限り、行動計画（計画期間が満了していない行動計画を策定している場合の
み）を策定している場合。

 2.次世代育成支援対策推進法（次世代法）に基づく認定を受けている。
（1）行動計画 ※1　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　□（10点）

 （2）くるみん認定企業（平成29年3月31日までの基準）　　　　　　　　　　  　 □（20点）
（3）トライくるみん認定企業（令和4年4月1日から令和7年3月31日までの基準）　□（25点）
（4）くるみん認定企業（平成29年4月1日から令和4年3月31日までの基準）　　　 □（30点）
（5）トライくるみん認定企業（令和7年4月1日以降の基準）　　　　　　　　　 　□（35点）
（6）くるみん認定企業（令和4年4月1日から令和7年3月31日までの基準）　　　   □（35点）
（7）くるみん認定企業（令和7年4月1日以降の基準）　　　　　　　　　　　　　 □（40点）

 （8）プラチナくるみん認定企業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　□（50点）
　※1 常時雇用する労働者の数が100人以下の事業主に限り、行動計画（計画期間が満了していない行動計画を策定してい
る場合のみ）を策定している場合。

3.青少年の雇用の促進等に関する法律（ユースエール認定）に基づく認定を受けている。
 ユースエール認定企業　□（40点）

4.上記１～3のどの項目にも該当しない。　□（0点）

事業実施体制（自機関の組織体制や人員配置計画）は、本事業を実施するにあたり優れたもの（目的や体制の関係性が明確であり、体
制の効果等が明示的）であるか。

審査基準

システムの構築計画、構築後の運用計画は、サービスの提供および本事業を実施するにあたり優れたものであるか。

審査基準

審査基準
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対価# ■対価に対する評価点（満点:200点） 200

# 必須項目 加点項目

9 # 3項目 200

# ① ー 100

#
② ー 100

サービスの売上高は適切であるか。特にサービスの提案内容および売上高等に関する根拠も踏まえ、現実的なものであるか。

固定ロイヤリティ＋変動ロイヤリティは、JSTにとって有効であるか。

9.　データ利用許諾に対する対価（満点:200点）

審査基準
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